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∗本稿は、(独)経済産業研究所におけるプロジェクト「労働市場制度改革」の一環として執筆されたものである。 
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督者」について労働時間制度を適用除外とした（労基法 41 条 2 号） 。しかし、これは労働
時間法制の極めて例外的な適用除外にとどまっていた。その後、裁量労働制が導入された





























                                                  
1  小倉〔2007〕参照。 






























                                                  
3  濱口〔2007〕は、そもそもホワイトカラー・エグゼンプションは、賃金法制の問題であると指摘する。 











7  これらの点について詳しくは、島田〔2003〕7-10 頁およびそこに引用する諸文献、ならびに幡野〔2008〕




































                                                  
8  簡単には、島田〔2006〕 、詳しくは、管理監督者の実態に関する調査研究委員会〔2006〕を参照。権限
もなければ、部下もいない文字通りの「名ばかり管理職」もいるであろうが、問題は、管理職であること
が直ちに労基法 41 条 2 号の「管理監督者」にあたらないということにあった。 
9  これことを捉えて 36 協定は、時間外労働を合法的に行うための保険となっているとの指摘されている。




































                                                  


















４  ホワイトカラー労働者の労働時間制度に関する立法的課題 
























                                                  
12  佐藤〔2001〕参照。  7
4.2  「管理監督者」の適用除外規定の撤廃 




除外するのが適当と考えている。この点をいささか敷衍しておこう。労基法 41 条 2 号は、







とが前提となるはずである。同じ労基法 41 条 2 号でも、 「機密事務取扱者」については、
その概念から明示的にその範囲を確定できる。しかし、現在のように広い範囲に多様な権
限を有するホワイトカラー労働者のうちから、 「管理監督者」 という抽象的な概念によって、





















                                                  








































































                                                  





16  具体的な構想は、今後の課題としたい。  10
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